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研究研修会等参加報告書 

 

研究研修会参加の結果について、次のとおり報告します。 

 

記 

１ 研究研修会名  地方議員研究会「公共施設特別研修」 

 

２ 期 間  令和６年１月１０日（水）～ 令和６年１月１２日（金） 

 

３ 場 所  リファレンス国際ビル 

          東京都千代田区丸の内３丁目１－１ 国際ビル２F 

 

４ 参加者氏名  星 雅俊、阿部 和芳、都甲 マリ子 

 

５ 参 加 目 的   石巻市は、長期的な視点で公共施設等の更新・統廃合・長寿命

化等について計画的に実施していくため、「石巻市公共施設等総合

管理計画」を平成 28 年３月に策定した。令和３年１月に総務省通

知により、公共施設等総合管理計画の見直しが求められたほか、今

回震災からの復旧・復興事業によるハコモノ施設の整備が令和３年

度までに概ね完了、令和５年３月に公共施設等について、復旧・復

興事業等で整備した状況を反映し、調査・分析の上で、施設総量及

び施設配置の適正化等の推進を図り、計画的な維持管理を実施して

いくため、総合管理計画の改訂を行った。 

 令和５年度第３回定例会監査委員の監査意見書に『平成の合併、

東日本大震災からの復旧・復興事業及び人口減少により、令和２年

度時点の市民一人当たりの公共施設の延床面積は、全国平均値の

2.2 倍まで拡大している。』という指摘を踏まえて公共施設のあり

方を調査するものである。 

 

 



６ 研究研修会の概要   

 ・地方議員研究会「公共施設特別研修」２日間の４カリキュラムの講師は、南学先生。

先生は横浜市生まれ。77 年、東京大学教育学部を卒業。同年横浜市役所に就職。89 年、

カリフォルニア大学（ＵＣＬＡ）大学院に留学。帰国後、市立大学事務局、 市長室等を

歴任し、00 年静岡文化芸術大学文化政策学部助教授。横浜市立大学教授、神奈川大学特

任教授を経て現職。 

 

 

（1）「基礎からわかる公共施設マネジメント」-キーワードは、時限爆弾、縮

充、因数分解-。 

公民施設マネジメントは、社会経済動向の変化とそれに伴う行政施策の根幹部分 

  ↓ 

財源問題としての課題を解決するという方向で 

時限爆弾 施設の老朽化が進み施設の安全確保が叫ばれる公共施設が生命と財産を脅かす 

縮  充 拡充から小さくなっても機能を充実させる 

因数分解 利用を詳細に分析すると利用が少ない。学校と庁舎があれば足りる 



    

                   EX：学童施設 1／3 が教育施設だと思っている 

・縦割りの弊害だ 

・ファシリティマネジメント（FM）：「企業・団体等が組織活動のために、施設とその環境

を総合的に企画、管理、活用する経営活動」のこと 

・アセットマネジメント（AM）： 広義としては、投資資産の運用を実際の所有者・投資家

に代行して行う業務のことである。従って、株式・債券・投資用不動産、その他金融

資産の運用を代行する業務一般のこと 

・神奈川県泰野市駐車場の事例：ファミリーマート設置 100 万円、固定的に考えるのでは

なく、複合的に考える。 

・なぜ、公共施設総面積が減らないのか 

 

 

    

 

   ・「マクロ」の目標は、個々の目標にならない 

   ・既存の「利用者」への説明はやりたくない 

   ・別部局との調整は「正解」がなく、未経験 

   ・具体的な目標が示されないので「先送り」 

   ・２，３年で異動するので、「後任者」へ 

では、実践をどう進めるのか 

 共施設マネジメント  

第１の課題 安 全 性：市民の生命と財産を傷つけない   

  第２の課題 縮   充：限られた財源の範囲で、施設を更新・修繕する 

  第３の課題 機能見直し：コロナ禍での「集客」否定と加速される DX 

   

多くの自治体が 20、40 年後に２～４割の削減を目指している 

しかし、ほとんどの自治体で総面積が増えている 

 

https://www.bing.com/ck/a?!&&p=11a624285317d00bJmltdHM9MTcwNTc5NTIwMCZpZ3VpZD0xZDU3ZGFmZS0xNmU3LTYyNGEtMGE5NS1kNTJlMTcwZDYzZDMmaW5zaWQ9NTUxNA&ptn=3&ver=2&hsh=3&fclid=1d57dafe-16e7-624a-0a95-d52e170d63d3&u=a1L3NlYXJjaD9xPeizh-eUoyUyMHdpa2lwZWRpYSZmb3JtPVdJS0lSRQ&ntb=1
https://www.bing.com/ck/a?!&&p=4d06a80e8b6082e6JmltdHM9MTcwNTc5NTIwMCZpZ3VpZD0xZDU3ZGFmZS0xNmU3LTYyNGEtMGE5NS1kNTJlMTcwZDYzZDMmaW5zaWQ9NTUxNQ&ptn=3&ver=2&hsh=3&fclid=1d57dafe-16e7-624a-0a95-d52e170d63d3&u=a1L3NlYXJjaD9xPeagquW8jyUyMHdpa2lwZWRpYSZmb3JtPVdJS0lSRQ&ntb=1
https://www.bing.com/ck/a?!&&p=31b1c075e704e67bJmltdHM9MTcwNTc5NTIwMCZpZ3VpZD0xZDU3ZGFmZS0xNmU3LTYyNGEtMGE5NS1kNTJlMTcwZDYzZDMmaW5zaWQ9NTUxNg&ptn=3&ver=2&hsh=3&fclid=1d57dafe-16e7-624a-0a95-d52e170d63d3&u=a1L3NlYXJjaD9xPeWCteWIuCUyMHdpa2lwZWRpYSZmb3JtPVdJS0lSRQ&ntb=1
https://www.bing.com/ck/a?!&&p=a9d3e0f82d47f0dcJmltdHM9MTcwNTc5NTIwMCZpZ3VpZD0xZDU3ZGFmZS0xNmU3LTYyNGEtMGE5NS1kNTJlMTcwZDYzZDMmaW5zaWQ9NTUxNw&ptn=3&ver=2&hsh=3&fclid=1d57dafe-16e7-624a-0a95-d52e170d63d3&u=a1L3NlYXJjaD9xPeS4jeWLleeUoyUyMHdpa2lwZWRpYSZmb3JtPVdJS0lSRQ&ntb=1


老朽化した施設の安全確保を怠ると、住民の命を脅かす危険が生じる。平成 18 年に埼玉

県ふじみ野市では、市が運営するプールで小学２年生の児童が吸水口に吸い込まれて亡く

なるという大変痛ましい事故が起きた。プールの管理は民間事業者へ委託されていました

が、最高裁は市の担当職員の業務上過失致死傷罪を確定させた。適切な安全確保ができな

い場合、自治体の職員が刑事事件の被告人となるリスクがある。民間の資金･ノウハウの

活用を図りながら、限られた財源の中で公共施設を複合化･多機能化して面積を縮減し、

サービスを維持していくには、一般管理費(人件費、減価償却費など)しっかりと見極める

必要がある。 

 

 



運動場の排水不良対策の事例 

 3，000 万円～5，000 万円の事業費が→わずか 210 万円。 

 

・保全計画の策定 

 ・学校、大規模施設から施設を抽出（人口 10 万人で 100 施設程度） 

 ・建物診断の専門家に「劣化診断」を委託 

 ・施設・整備を実地に調査（既存データと目視） 

 ・一定の基準で劣化度を点数化 

 ・優先順位の高い施設の複合化・多機能化プラン策定 

 ・対象施設以外は事後保全 

劣化の順番で 



◇徹底的に機能を（因数）分解する 

「公民館」が必要？「活動質」が必要？→「館」ではなく「室」利用がほとんど 

 



（２）「公会計改革と公共施設との緊密な関連」-「カネ」はなくとも「資

産」がある- 

公共施設の老朽化が進み、施設の安全確保が叫ばれる公共施設。将来的な施設の老朽

化対応や最適配置に向けて今、公共施設の適切なマネジメントの必要性が高まっている。 

 

〇＊新地方公会計制度の導入 

 

＊現金主義・発生主義での管理に加えて、企業会計で用いる「発生主義」と「複式簿記」

を公会計に取り入れる事。 

 【目的】 

 ・現金収支以外の資産の増減やストック状況を把握する。 

 ・住民一人当たりにかかる行政コストや、人件費・物件費などの性質別の行政コストを

確認することで、行政サービスの効率性が分析可能 

 

民間委託は安くなるか？ 

 

安くなる理由 

１ 働きの違い。 民間は、公立（直営）の２倍以上よく働く。 

２ 継続して仕事がない業務にフルタイムの正規職員があてられている。 

３ 単純労働、公務員でなくてもできる仕事に、給与の高い正規の公務員が当てられてい

る。 

本当なのか？ 

 

民間委託が高くなるケースも 
●契約、管理監督、支払いなどの業務が増える （学校給食など） 

●専門的業務は民間も人件費が高くチェックできない（システム開発・メンテナンス） 

●カルテルを結ばれたら対抗できない （ごみ収集・運搬） 

  

私見：「カルテル」は、複数の企業が連絡を取り合い、本来、各企業がそれぞれ決めるべ

き商品の価格や生産数量などを共同で取り決める行為。独占禁止法に抵触可能性。 

 



但し、事例の自治体のごみ収集委託は、「下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等

の合理化に関する特別措置法」は、下水道普及により、仕事が減少する「一般廃棄物処

理業（し尿）」の方々の事業継続を目的に、家庭ごみの収集業務を協業組合（し尿汲み

取り業者構成）へ委託するもので、自治体の尿収集運搬体制の安定的維持を目指すも

のである。 

現在のごみ収集運搬委託料が直営よりも高くならないようにチェックが必要と解す

る。 

  ＊し尿汲み取り運搬の組合統一単価の方が課題と認識する。 

 

なぜ、半額バーガーが可能か？ 

【ケース１】 

 

 

【ケース２】 

変動費：材料 

固定費：店舗 

   人件費 

３０＝１００－７０ 

   １００円/個 

６０＝１５０－９０ 

   ５０円/個 

変動費：材料 

固定費：店舗 

   人件費 

３０＝１００－７０ 

   １００円/個 

４０＝１５０－１１０ 

    ５０円/個 



 

【ケース３（赤字）】 

 

 

 

役所の予算は 

変動（部局別事業費）が基本、固定費は 

人件費、公債費（原価償却）は、官房系（2 款など）で計上 

  公務員が認識していない「人件費」 

     年間   ２，０００ 時間 

     年間   １，０００ 万円 

    １時間    ５０００  円 

    １０分間    ８３０  円（時給ではない！） 

 

 

図書館事業の本当のコストとは？ 

       

                 

実際のコスト 

３０＝１００－７０ 

   １００円/個 

▲４０＝１５０－１９０ 

   ５０円／個 

変動費：材料 

固定費：店舗 

   人件費 



見かけのコスト          （人件費用管理費含む原価計算）                  

 

 

 

 

                   

 

希望者に本を無料で進呈した方が安く上がる。 

官庁会計にない、「一般管理費」概念 
◆まず、「人件費」という予算決算項目がない。 

◆採用・雇用コストとは、「事業」になってしまう。 

◆「一般管理費」という概念がない。 

◆コスト計算ができないので、コスト感覚なし。 

◆「拡大」の時代では、コストを考える必要がなかった。 

◆「縮充」の時代は、将来のコストも考える必要がある。 

＊公共施設、特に小中学校施設の活用は大事だが受注できる企業等があるかどうか。また、 

現在、受注しているメンテナンス零細企業（ガラス、大工）の合意が得られるか？

 

本一冊の単価 １，５００円 

貸し出し人数 １５人 

貸し出し単価 １００円 

活 動 単 価 利用人数 小 計 

貸し出し １７６円 １５ ２，６４０円 

予約 ５６６円 １４ ７，９２４円 

延滞者督促 １８４４円 ６ １１，０６４円 

本の単価 １５００円  １５００円 

総計  １５ ２３，１２８円 

一人当単価   １，５４１円 



 

＊包括発注が実施すれば 

・「保守管理契約」の施設数分の人件費が全て一括契約 であるので、仮に施設

２００箇所であれば、「２００×１２０千円＝２，４００万円の削減効果。 

・「小規模修繕」で年間１０件の修繕と仮定すれば 

  ２００箇所×１０件/年×１５０千円＝３億円のコスト削減。 

 

 
■現金主義（お小使い帳方式）からの脱皮 

■資産・負債を明確に発生主義・複式簿記お採用 

■「損益計算書」と「貸借対照表」の導入 

■「資産」を明確にした、「固定資産台帳」の整備 

■固定資産（土地、建物、動産）の価格を明示 

■人件費と原価償却費で、事業のフルコストが明確に 

■施設整備にライフサイクルコスト（LCC）検討が必須に 



 
＊業務委託（アウトソーシング）の効果 

 人件費        物件費（委託料） 民間委託の効果 

 

 

時代の変化に対応するリース方式 
●愛媛県高浜市で示されたメリット 

●10 年、20 年の変化を想定した事業構想と費用平準化 

●終期設定の重要性（転用可能性も視野に） 

●期間設定が出来れば、投資金額と将来負担が明確に 

●投資に見合った成果（建設費・時間コストの削減） 

●事業担当者の人件費削減は数千万円規模 

●事業期間終了後に残る資産の活用も可能となる 

 



 

 

 

 

 

【所感】 

 ・新公共施設建設にあたっての検討 

  経済成長が見込めない中、施設の老朽化により維持管理費（一般財源）の財源確保に

苦しむ状況で、なお新公共施設（陸上競技場など）への投資も行われようとしている。 

導入された複式簿記は、住民一人当たりにかかる行政コストや、人件費・物件費など

の性質別の行政コストを確認することで、行政サービスの効率性が分析可能である。

公共施設建設の優先順位判断には、建設コスト・維持コスト・行政サービスの効果な

ど、トータルコスト試算が必要ではないだろうか。 

 ・建設コストの圧縮  リース方式、PFI 等の活用 

・維持コストの圧縮  包括保守点検・民間委託 

 

 

 

 

 

 


